
横山配水池整備事業発注方式検討業務委託 
特記仕様書 

第１条 適用 

本業務の履行にあたっては、熊本市上下水道局制定「上下水道業務委託共通仕様書」（令和

6年 5月）（以下「共通仕様書」という。）によるほか、同仕様書に対する特記及び追加事項は、

この特記仕様書によるものとする。 

 

第２条 目的 

本業務は、横山配水池整備事業に関し、従来型の事業手法に加え、官民連携手法を活用し

た事業手法の導入の可否や導入効果の検討を行い、最適な事業手法（案）を選定することを

目的とする。 

 

第３条 場所 

熊本市北区植木町岩野地内で別紙位置図に示すとおりである。 

 

第４条 業務対象施設 

対象施設は、以下のとおり。また、業務対象施設配置図を別紙に示す。 

・横山配水池 

有効容量 2,500m3×2池 

有効水深 6.0m（HWL+146.0m、LWL+140.0m） 

・場内配管及び場内整備 

・電気計装設備 

・配水池築造に関わる造成 

・取付道路（１車線）L＝390m 

・送水管（改寄系：φ400mm L＝390m、一木系：φ300mm L＝390m） 

・配水管 φ500mm L＝390m 

・排水管 φ200mm L＝390m 

  ※送水管、配水管及び排水管は、取付道路内に布設 

 

第５条 管理技術者 

受託者は、着手前に次の各項のいずれかに該当する管理技術者を配置し、委託者に届け出な

ければならない。 

 1 技術士法（昭和５８年法律第２５号）による第二次試験に上下水道部門又は総合技術監理

部門（いずれも選択科目を「上水道及び工業用水道」とするものに限る。）で合格し、同法によ

る登録を受けている者。 

 2 一般社団法人建設コンサルタンツ協会が認定するシビルコンサルティングマネージャ（Ｒ

ＣＣＭ）の登録（専門技術部門を「上水道及び工業用水道」とするものに限る。）を受けている

者。 



第６条 照査技術者 

受託者は、照査技術者として管理技術者と同等程度の知見を有するものを配置し、委託者に

届け出なければならない。照査技術者は、管理技術者を兼務することはできない。 

照査技術者は、照査時期、項目および内容について照査計画を作成し、業務計画書に記載し、

照査に関する事項を定め、委託者との協議により、適宜段階的に照査報告しなければならない。 

照査技術者は、業務完了に伴って照査結果を照査報告書として取りまとめ、提出すること。

また、成果物納入時の照査報告の際に、チェックの根拠となる資料を、委託者に提示するもの

とする。 

 

第７条 費用の負担 

本業務を遂行する上で必要となる費用の負担は、原則として受託者の負担とする。 

 

第８条 受託者の義務 

（１）受託者は、本業務を実施するにあたって労働関係諸法その他関係法令を遵守するととも

に、これら法令の運用適用は受託者の負担と責任において行うこと。 

（２）受託者は、本業務が高い公共性を有することを念頭に、常にコンサルタントとしての中

立性を厳守すること。 

（３）受託者は、本業務を実施する上で知り得た情報を、第三者に漏らしてはならない。 

（４）受託者は、本業務を実施するにあたって、事故が発生し、又は発生するおそれがあると

きは、直ちに委託者に連絡するとともに、必要な措置を講じ、遅滞なくその状況を書面に

より委託者に報告すること。 

 

第９条 業務計画書の作成と進捗報告 

（１）受託者は、委託者が提供もしくは貸与する資料を基に、本市水道事業の現状を把握した

うえで、本業務実施に先立って業務計画書を作成すること。 

（２）業務計画書には「業務概要」、「業務工程」、「業務取組み方針」、「業務フロー」、「業務実

施体制」、「照査計画」、「その他必要事項」を記載すること。ただし、委託者はその他の事項の

追加を指示することができる。 

（３）「業務工程」、「業務取り組み方針」、「業務フロー」については各業務における具体的な作

業を実施する前に作業内容がわかる資料をその都度追加で提出し、委託者の確認後に作業する

こと。 

（４）作業の進捗状況については、１ヶ月毎を目安に委託者に報告すること。 

（５）受託者は、委託者が指示する時期及び内容により、委託者による業務履行内容の確認（中

間業務審査）を受けなければならない。 

 

第１０条 協議用資料の作成 

関係機関との協議資料について調査職員が指示する資料を作成すること。 

 



第１１条 打合せ記録簿・議事録 

委託者との打合せ記録簿及び対外協議の議事録は、成果品として提出すること。 

 

第１２条 再委託 

再委託契約を行なう場合は、事前に再委託届出書を提出し、委託者の承認を得ること。な

お、再委託予定者が履行中の「履行案件一覧表」を添付すること。 

 

第１３条 電子納品 

１ 本業務は、電子納品対象業務とする。 

２ 電子成果品の作成は、国土交通省の定めた電子納品要領及び関連基準並びに熊本市電子

納品運用ガイドライン（案）（上下水道編）に基づいて作成すること。 

３ 成果品の提出は、電子媒体（CD-R・DVD-R）で 2部、紙媒体で１部提出する。 

４ 電子成果品の提出の際には、「熊本市電子納品チェックソフト」によるチェックを行い、

エラーがないことを確認した後、ウィルスチェックを行い、ウィルスが検出されないこと

を確認したうえで提出すること。 

５ 電子検査に必要なパソコンについては原則受託者が準備することとする。受託者が準備

できない場合は、別途協議すること。 

 

第１４条 成果図面 

熊本市電子納品運用ガイドライン（案）（上下水道編）に沿って作成すること。 

また、第１３条 電子納品で示す成果品の提出とは別に、成果図面についてカラー印刷し

た製本を１部提出し、調査職員の指定するファイル形式で図面データを提出すること。 

製本について、サイズは（Ａ－３）縮小焼きを２つ折りしたものとし、表紙は、委託路線

名・委託場所等の必要事項を記入し、色は黄色とする。なお、複数工区がある場合は工区ご

とに作成すること。 

 

第１５条 成果物 

上下水道業務委託共通仕様書（水道編）Ⅱ水道施設委託業務編第５章第５条に示す成果物

のうち、施工計画書、概算工事費計算書及び設計条件一覧表については、調査職員が指示す

る場合、提出することとする。 

成果品一式は、履行完了の１４日前までに、必ず、調査職員の検収をうけること。不足、

修正等がある場合は速やかに是正し再提出すること。 

 

第１６条 情報共有システムの活用について 

本業務は情報共有システム活用の対象業務である。受託者はシステムの利用を希望する場

合は、「熊本市情報共有システム活用要領」に基づき、委託者と事前協議を行うこと。 

 



第１７条 ウィークリースタンス 

本業務は、ウィークリースタンスの対象であるため、「設計業務等におけるウィークリー

スタンス実施要領」に基づき、委託者、受託者の協力のもと取り組むものとする。 

 

第１８条 打合せ 

（１）本業務を適正かつ円滑に実施するため、業務担当者と密接な連絡をとり、業務の方針、

条件等を確認すること。 

（２）管理技術者は、打合せには必ず出席すること。 

（３）受託者は、打合せ時に議事録をとり、内容を明確にして、業務担当者と確認し合うこと。 

（４）業務打合せ事項及び時期は下記のとおりとする。なお、下記以外に業務担当者が必要と

認めた場合は、その指示に従うこと。 

打合せ等 協議打合せ事項 時 期 

初回打合せ 業務全般、業務の進め方 業務着手時 

中間打合せ（３回） 方法協議、業務報告 随時 

最終打合せ 成果品について 成果品納入時 

 

第１９条 計算根拠及び参考文献等 

（１）計算根拠、資料等をすべて明確にし、整理して提出すること。 

（２）本業務に引用した、文献、資料等については、その名称を明記すること。 

 

第２０条 貸与する資料及びデータ等 

本業務を実施するにあたって、下記の資料及びデータ等を受託者に貸与する。その他、必要

となる資料の収集は、原則として受託者が行うものとするが、委託者が保有する資料で必要な

ものがあるときは、受託者の依頼に基づき委託者が貸与する。貸与した資料については、受託

者の責任において適切に管理し、取扱いに注意するものとする。 

（１）本業務に関連する既往の業務委託報告書等 

・北区植木東部配水区基本計画策定および設計業務委託（令和 4年 2月） 

・植木東部配水池築造に伴う基本設計業務委託（令和 6年 6月） 

・北区植木東部配水区再編に伴う関連施設整備基本設計業務委託（令和 7年 5月完了見込） 

 

 

第２１条 業務スケジュール 

受託者は、業務開始にあたり令和 12年度の工事完成を目標していることを念頭に、検討項目、

検討手順、作業内容、実施工程、体制についての業務計画を立案すること。 

なお、当該スケジュールはあくまで現状のものであるため、事業の進捗状況等により変更と

なる可能性があることに留意すること。 



 

第２２条 事業実施条件等の整理 

（１）資料収集整理 

本市が貸与する既往の業務委託報告書や関連施設の資料等に加え、本業務の検討に必要な図面

及び図書等について収集・整理すること。 

（２）現況把握 

既存施設の現状や整備事業の内容を把握し、事業スケジュール及び前提条件等を確認する。 

 

第２３条 先進事業・類似事業の調査 

各種検討の参考とするため、浄水場等、水道施設における官民連携手法導入の先進事業・類

似事業を調査・整理し、事業スキーム、リスク分担及び VFMの検討の参考にする。 

 

第２４条 制度面の検討 

従来方式及び官民連携方式で実施する際に検討することが必要な水道法等の関連法令や補助金、

交付金等の財政支援制度等について整理するとともに、課題等について抽出すること。 

 

第２５条 事業スキームの検討 

（１） 従来方式と官民連携方式の定量的、定性的な比較検討及び評価。 

ただし、配水池完成後の運用・維持管理は本市にて行うことを想定している。 

（２）評価結果を受けての事業スキーム（事業期間、事業範囲、事業方式、事業形態等）の構

築。 

（３）最適事業手法の具体的提案 

事業方式の提案，事業リスク等の整理，維持管理・運営費用を含めた概算事業費の算出，

次年度以降の事業実施に向けた業務フロー・課題等の整理。 

（４）事業スキーム毎のリスクの検討 

整備事業を実施するにあたり、官民連携手法を導入することで金額面での検討だけでな

く、市民生活に影響するようなリスクや課題について抽出し、評価すること。 

 

第２６条 モニタリングの検討 

本事業の履行状況を把握し、確認するため、業務要求水準及びモニタリングの頻度、実施

方法（確認項目、確認手法）、評価基準・方法、体制、業務要求水準未達成の場合の対処方法

等を検討し、本事業の適正かつ確実な実施を確保する枠組みを整理すること。 

 

第２７条 事業継続が困難な場合の措置の検討 

民間事業者の債務不履行等や、法令変更及び不可抗力などの要因により、事業によるサービ

スが要求水準を一定期間以上、継続困難になることも想定し、その場合のリスクの対応、第三

者による事業継続を行う等の代替手段をどのようにして確保するかなどについて検討すること。 

 



第２８条 リスク分担の検討 

地震や渇水、物価上昇等の事業期間中に発生する可能性のあるリスクを発注者・事業者間で

合理的に分担するため、前提条件、先進事業・類似事例の調査、制度面・支援措置等の整理、

事業スキームの検討、対価の支払い方法の検討等、事業継続が困難な場合の措置の検討結果に

基づき、想定可能な事業期間中のリスクの内容を抽出し、本市と民間事業者の負担範囲を可能

な限り明確化すること。 

 

第２９条 民間事業者の意向調査 

民間事業者等の本事業への関心等について把握するために、ヒアリングやアンケート調査等

を実施し、調査結果は事業スキームの検討、リスク分担の検討、VFM の検討に反映させる。具

体的な調査項目、調査先、実施時期等については受託者の提案事項とし、委託者と協議の上決

定すること。 

 

第３０条 ＶＦＭの検討 

従来方式及び官民連携方式で実施した場合の事業期間を通じて必要となる事業費を算出・比

較することにより VFM を算定する。またその根拠を示すこと。 

 

第３１条 総合的評価 

前項までの各種検討を踏まえ、従来方式及び官民連携方式から、どの方式が最適かについて

資料全体の取りまとめを行い、最終的な評価を行う。 


